
令和６年度 第２回四街道市社会教育委員会議 

次第 

 

日時：令和７年２月４日（火）９：３０～ 

場所：四街道市役所第二庁舎２階 第２会議室 

 

１ 開会 

 

２ 委員長挨拶 

 

３ 会議の公開等について 

 

４ 議題 

（１）四街道市芸術文化振興助成金交付について 

（２）四街道市社会教育事業補助金交付要綱草案について 

（３）諸計画における社会教育施設の課題について 

（４）令和７年度社会教育関連事業予定について 

 ※（１）及び（２）は事前送付資料を使用します。 

  （３）及び（４）の資料は機密性を保持する必要があることから、会議終了

後回収いたします。 

 

５ その他 

 

６ 閉会 



（１）四街道市芸術文化振興助成金交付について 
 

     資料Ｎｏ．１～ ５ 

























































（２）四街道市社会教育事業補助金交付要綱草案について 
 

     資料Ｎｏ．６～ ９ 
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 資料 No.６  
 

四街道市社会教育事業補助金交付要綱（令和７年４月１日施行予定）草案について 

 

現状 

 

補助金交付の趣旨 

社会教育活動の推進を図ることを目的として、四街道市社会教育事業補助金交付要綱（以下「要綱」という。）に基

づき、市民が行う社会教育事業に要する経費について、当該年度の予算の範囲内において交付しています。 

 

補助金交付対象者・交付限度額 

■補助金交付対象者 

要綱第２条により、補助金の交付対象者として、次表左欄８団体と規定しています。 

■交付限度額 

要綱第１０条により、補助金の交付限度額を、次表右欄のとおり規定しています。 
 

補助事業者名 補助金の限度額 

四街道市婦人会 145,000 円 

四街道市ＰＴＡ連絡協議会 92,000 円 

四街道市ユネスコ協会 77,000 円 

四街道市レクリエーション協会 54,000 円 

ボーイスカウト四街道第１団 40,000 円 

ボーイスカウト四街道第２団 40,000 円 

ガールスカウト千葉県第６２団 40,000 円 

四街道市郷土歴史館設立期成会 200,000 円 

 

交付実績 

直近５年間の交付実績は表１のとおりです。 

  

限度額 
145,000 

円 
92,000 

円 
77,000 

円 
54,000 

円 
40,000 

円 
40,000 

円 
40,000 

円 
200,000 

円 
団体名 四街道市 

婦人会 
四街道市 
PTA連絡 
協議会 

四街道市 
ﾕﾈｽｺ協会 

四街道市 
ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ 
協会 

ﾎﾞｰｲｽｶｳﾄ 
四街道 
第1団 

ﾎﾞｰｲｽｶｳﾄ 
四街道 
第2団 

ｶﾞｰﾙｽｶｳﾄ 
千葉県 
第62団 

四街道市 
郷土歴史館 
設立期成会 

R1 72,000 
円 

92,000 
円 

77,000 
円 

54,000 
円 

40,000 
円 

40,000 
円 

40,000 
円 

157,000 
円 

R2 27,000 
円 

0 
円 

39,000 
円 

30,000 
円 

40,000 
円 

40,000 
円 

30,000 
円 

123,000 
円 

R3 27,000 
円 

0 
円 

0 
円 

10,000 
円 

40,000 
円 

40,000 
円 

38,000 
円 

200,000 
円 

R4 29,000 
円 

0 
円 

0 
円 

20,000 
円 

40,000 
円 

40,000 
円 

40,000 
円 

200,000 
円 

R5 38,000 
円 

61,000 
円 

0 
円 

46,000 
円 

40,000 
円 

40,000 
円 

0 
円 

0 
円 

役員数 11人 16人 9人 16人 15人 10人 14人 12人程度 
交付年での 
活動実績 30回 

27回 
以上 90回 90回 47回 34回 21回 20回 

1人当たり活動 2.7 1.68 8 5.6 3.1 3.4 1.5 1.6 

表１ 



 2 / 4 
 

 

現状に対する課題 

 

課題１ 

補助金の交付対象者を要綱第２条で規定しておりますが、同規定のように、交付対象者を特定の者に限定する事例

は、本市の他の補助金及び助成金に係る要綱等の規定では見つけることが出来ません。 

 

※（参考:４例）本市の他の補助金及び助成金に係る要綱等が規定する交付対象 
 

四街道市芸術文化振興助成金交付要綱（平成6年3月28日 告示第49号） 

【補助対象事業】 

市の区域内又はこれに隣接する市の区域で実施する次の事業 

①音楽、演劇、舞踊、演芸、伝統芸能等の公演又は公開②美術の展示及び関連活動③文芸、映像芸術の創

造又は公開④伝統的建造物、遺跡等を保存し、又は活用する活動⑤民俗芸能を保存し、又は活用する活動⑥

文化財の保存技術又は伝統工芸技術の伝承又は復活のための活動 
 

四街道市認定農業者推進事業補助金交付要綱 

【補助対象者】 

農業経営改善計画の認定を受けた経営体。ただし、本要綱に係る事業予算の会計年度において、一度も事業を

実施していない場合に限る。 
 

四街道市自主防災組織補助金交付要綱（昭和62年3月30日告示第19号） 

【補助対象者】 

自主防災組織 
 

四街道市農商工等連携推進事業補助金交付要綱 

【補助対象者】 

地域資源を活用した農商工等連携推進事業を行う連携体（条件:①連携体の代表者が市内に事務所・事業

所を有し、市内を主な活動範囲としていること。②連携体が2者以上で構成されていること。③運営及び会計処理

が適正に行われていること。） 

 

課題２ 

補助金の交付限度額について、要綱第５条で規定していますが、前頁表１のとおり、交付対象事業者の活動実績の

実情に見合った金額の設定とは言えないと考えます。 

また、一部の交付対象事業者のみ高額な限度額を設定していることは、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関す

る法律」（昭和３０年法律第１７９号）第３条第１項（※）に規定する、公正かつ効率的に使用されるように努める

義務に抵触すると言われなくもない懸念があります。 

 

※ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第３条第１項 
 

各省各庁の⾧は、その所掌の補助金等に係る予算の執行に当つては、補助金等が国民から徴収された税金その

他の貴重な財源でまかなわれるものであることに特に留意し、補助金等が法令及び予算で定めるところに従つて公正か

つ効率的に使用されるように努めなければならない。 
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課題１への対応として提案する要綱草案 

 

主な変更点 

①第２条で規定（要綱の別表）する補助金の「補助事業者」を「補助対象事業」に改め（次表 表２参照）、第２条を

第３条に改めます。 

②要綱の別表の「補助事業者名」を「補助対象事業」に改め、表中を次表 表２の文言に改めます。 

③第３条、第４条の規定を「補助対象経費」として第４条に統合します。 

④第１条文中の社会教育事業を行う主体を「市民」から「社会教育関係団体（※１）」に改めます。 

⑤第２条として「社会教育関係団体」の定義を加えます。 
 

これらのほか、現行第３条が規定する事業の内容は、社会教育関係団体が行う事業の活動内容（＝社会教育活動

（※２））であることから、その旨の文言に改めるとともに、第１条文中における社会教育事業を行う主体を「市民」から「社

会教育関係団体」に改め、併せて第２条に社会教育関係団体の定義を設定しました。 

（この草案作成に当たっては、本市企画財政部財政課の助言の上、「鴨川市社会教育関係事業補助金交付要綱」の規

定を参考にしております。） 
 

また、交付対象事業者のうち「四街道郷土歴史館設立期成会」については、今後本市文化センター改修工事完了後にお

いて歴史民俗資料施設（仮称）が設置され、同会の役割が終える見込みであることや、現在は活動を継続していながらも

本市の補助を得なければ活動できない状況ではない実態である旨、同会会⾧からヒアリングを受けております。 

以上の理由から、四街道市郷土歴史館設立期成会の項は削除することとしました。 

（なお、事前に同者に対し、上記理由から今後は社会教育事業補助金の交付の見込みが無い可能性を伝えたところ、了

承した旨の回答をいただいたことを付け加えます。） 

            表２ 

草案 現行 

補助対象事業 補助事業者名 

婦人会活動事業 四街道市婦人会 

ＰＴＡ連絡協議会活動事業 四街道市ＰＴＡ連絡協議会 

ユネスコ協会活動事業 四街道市ユネスコ協会 

レクリエーション協会活動事業 四街道市レクリエーション協会 

ボーイスカウト・ガールスカウト活動事業 ボーイスカウト四街道第１団 

 ボーイスカウト四街道第２団 

ガールスカウト千葉県第６２団 

四街道市郷土歴史館設立期成会 
 

※１ 社会教育関係団体 
学習・文化・スポーツなど社会教育に関する事業を行うことを主たる目的とし、その活動を、地域文化・スポー

ツの向上や生活文化の振興、さらには社会福祉の増進につなげ、自主的な運営をする団体で教育委員会に申
請し、登録された団体。（社会教育法により規定（※）） 
 
※ 社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第１０条 

この法律で「社会教育関係団体」とは、法人であると否とを問わず、公の支配に属しない団体で社会教育に
関する事業を行うことを主たる目的とするものをいう。 

 

※２ 社会教育活動 
社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第２条に規定される活動 
学校教育法（昭和２２年法律第２６号）又は就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号）に基づき、学校の教育課程として行われる教育活動を
除き、主として青少年及び成人に対して行われる組織的な教育活動（体育及びレクリエーシヨンの活動を含
む。）をいう。 
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課題２への対応として提案する草案 

 

次表のとおり補助金の限度額設定の変更を提案します。 

 

 草案 現行 

補助事業者名 補助金の限度額 補助金の限度額 

婦人会活動事業 80,000 円 145,000 円 

ＰＴＡ連絡協議会活動事業 80,000 円 92,000 円 

ユネスコ協会活動事業 80,000 円 77,000 円 

レクリエーション協会活動事業 80,000 円 54,000 円 

ボーイスカウト・ガールスカウト活動事業 40,000 円 40,000 円 

 

次の主な３つの理由から、交付の公平性を鑑み、総合的に判断した結果、上記を変更限度額として設定しました。 

 

①補助金の限度額に対して各団体の活動実績を受けて交付した金額（４ページ「表１」交付実績に示すとおり。） 

②各団体の代表者と本市により行ったヒアリング調査により、四街道市レクリエーション協会は補助対象経費の支出があった

にもかかわらず会員の自己負担で完結させてしまった活動があった旨申告を受けた。（領収証書は会員個人が処分して

しまったとのこと。） 

③ボーイスカウト及びガールスカウトは、本市との協働活動のほか、団体内部の団員負担金による活動も行っている。その一

方で、その他の団体は広く一般市民に向けた活動のみであること。 

以上のことを鑑みつつ、それぞれの金額の統一性を図った。 

 

※ 事前に３者に対し、上記設定の可能性についてお伝えしたところ、全ての者から了承した旨の回答をいただいたことを付け

加えます。 



 資料 No.７1  
 

   四街道市社会教育事業補助金交付要綱（現行） 
 

 （趣旨） 

第１条 市長は、社会教育活動の推進を図るため、市民が行う社会教育事業に要する経費

について、当該年度の予算の範囲内において四街道市補助金等交付規則（昭和４６年規則第

６号。以下「規則」という。）及びこの要綱に基づき、四街道市社会教育事業補助金（以下

「補助金」という。）を交付する。 

 （補助事業者） 

第２条 補助金の交付対象者（以下「補助事業者」という。）は、別表の左欄に掲げる者とする。 

 （補助対象事業） 

第３条 補助金の交付対象となる事業は、補助事業者が行う次の事業とする。 

 ⑴ 児童、生徒の健全育成をはじめ、青少年健全育成活動の推進又は各種教育活動等の支援の

ための事業 

 ⑵ 地域の振興に関する事業 

 ⑶ 家庭・学校・地域の連携を目指すための事業 

 ⑷ 芸術、文化、歴史等の振興に寄与し、公共的意義のある事業 

 ⑸ その他、市長が適当であると認める事業 

 （補助対象経費） 

第４条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前条の補助対象事

業を実施するために必要な経費とする。ただし、運営費及び交際費、慶弔費、飲食費、懇親会

費、視察研修費、総会費、役員会費等は補助の対象としない。 

 （補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、別表に掲げる額をその限度額とし、かつ、前条に規定する補助対象経費

の２分の１以内とする。なお、補助金額に１，０００円未満の端数が生じるときは、これを切

り捨てた額とする。 

 （補助金の返還） 

第６条 補助対象者は、次年度繰越金額または剰余金額が補助金額を超過した場合は、そ

の差額に相当する補助金を市長に返還しなければならない。 

 （補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 （失効） 

２ この要綱は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。 
 

別表（第２条、第５条） 

補助事業者名 補助金の限度額 

四街道市婦人会 １４５，０００円 

四街道市ＰＴＡ連絡協議会 ９２，０００円 

四街道市ユネスコ協会 ７７，０００円 

四街道市レクリエーション協会 ５４，０００円 

ボーイスカウト四街道第１団 ４０，０００円 

ボーイスカウト四街道第２団 ４０，０００円 

ガールスカウト千葉県第６２団 ４０，０００円 

四街道市郷土歴史館設立期成会 ２００，０００円 
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 資料No.８1  
 

四街道市社会教育事業補助金交付要綱（新旧対照表） 

 

草 案 現 行 

 （趣旨） 
第１条 市長は、社会教育活動の推進を図るため、社会教育関係団体が行

う社会教育事業に要する経費について、当該年度の予算の範囲内におい

て四街道市補助金等交付規則（昭和４６年規則第６号。）及びこの要綱

に基づき、四街道市社会教育事業補助金（以下「補助金」という。）を

交付する。 

 （趣旨） 
第１条 市長は、社会教育活動の推進を図るため、市民が行う社会教育事

業に要する経費について、当該年度の予算の範囲内において四街道市補

助金等交付規則（昭和４６年規則第６号。以下「規則」という。）及び

この要綱に基づき、四街道市社会教育事業補助金（以下「補助金」とい

う。）を交付する。 
 （定義） 
第２条 この要綱において「社会教育関係団体」とは、次の各号に掲げる

法人その他の団体をいう。 
⑴ 社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第１０条等に規定する団

体 
⑵ 市内に事務所又は事務局を有し、市内で継続的かつ計画的に社会教

育活動を行っている団体 

 （補助事業者） 
第２条 補助金の交付対象者（以下「補助事業者」という。）は、別表の

左欄に掲げる者とする。 

 （補助対象事業） 
第３条 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、

別表の左欄に掲げる事業とする。 

 （補助対象事業） 
第３条 補助金の交付対象となる事業は、補助事業者が行う次の事業とす

る。 
 ⑴ 児童、生徒の健全育成をはじめ、青少年健全育成活動の推進又は各

種教育活動等の支援のための事業 
 ⑵ 地域の振興に関する事業 
 ⑶ 家庭・学校・地域の連携を目指すための事業 
 ⑷ 芸術、文化、歴史等の振興に寄与し、公共的意義のある事業 
 ⑸ その他、市長が適当であると認める事業 

 （補助対象経費） 
第４条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は、前条の補助対象事業を実施するために必要な次の経費とする。ただ

 （補助対象経費） 
第４条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）

は、前条の補助対象事業を実施するために必要な経費とする。ただし、
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し、運営費及び交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、視察研修費、総会

費、役員会費等は補助の対象としない。 
 ⑴ 社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）の規定による社会教育活

動に係る経費 
 ⑵ その他、市長が適当であると認める経費 

運営費及び交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、視察研修費、総会費、

役員会費等は補助の対象としない。 

別表（第３条、第５条） 
補助対象事業  補助金の限度額  

婦人会活動事業 ８０，０００円  
ＰＴＡ連絡協議会活動事業 ８０，０００円  
ユネスコ協会活動事業 ８０，０００円  
レクリエーション協会活動事業 ８０，０００円  
ボーイスカウト・ガールスカウト活動事業 ４０，０００円  
（削る）  （削る）  
（削る）  （削る）  
（削る）  （削る）  

    

別表（第２条、第５条） 
補助事業者名  補助金の限度額  

四街道市婦人会 １４５，０００円  
四街道市ＰＴＡ連絡協議会 ９２，０００円  
四街道市ユネスコ協会 ７７，０００円  
四街道市レクリエーション協会 ５４，０００円  
ボーイスカウト四街道第１団 ４０，０００円  
ボーイスカウト四街道第２団 ４０，０００円  
ガールスカウト千葉県第６２団 ４０，０００円  
四街道市郷土歴史館設立期成会 ２００，０００円  

    
   附 則 
 （施行期日） 
１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
 （失効） 
２ この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。 

   附 則 
 （施行期日） 
１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 
 （失効） 
２ この要綱は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。 

 



 資料 No.９1  
 

   四街道市社会教育事業補助金交付要綱（草案） 
 

 （趣旨） 

第１条 市長は、社会教育活動の推進を図るため、社会教育関係団体が行う社会教育事業

に要する経費について、当該年度の予算の範囲内において四街道市補助金等交付規則（昭

和４６年規則第６号。）及びこの要綱に基づき、四街道市社会教育事業補助金（以下「補

助金」という。）を交付する。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「社会教育関係団体」とは、次の各号に掲げる法人その他の団

体をいう。 

 ⑴ 社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第１０条等に規定する団体 

 ⑵ 市内に事務所又は事務局を有し、市内で継続的かつ計画的に社会教育活動を行っている団

体 

 （補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、別表の左欄に掲げる事業

とする。 

 （補助対象経費） 

第４条 補助金の交付対象となる経費は、前条の補助対象事業を実施するために必要な次の経費

とする。ただし、運営費及び交際費、慶弔費、飲食費、懇親会費、視察研修費、総会費、役員

会費等は補助の対象としない。 

 ⑴ 社会教育法（昭和２４年法律第２０７号）第２条の規定による社会教育活動に係る経費 

 ⑵ その他、市長が適当であると認める経費 

 （補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、別表に掲げる額をその限度額とし、かつ、前条に規定する補助対象経費

の２分の１以内とする。なお、補助金額に１，０００円未満の端数が生じるときは、これを切

り捨てた額とする。 

 （補助金の返還） 

第６条 補助対象者は、次年度繰越金額または剰余金額が補助金額を超過した場合は、そ

の差額に相当する補助金を市長に返還しなければならない。 

 （補則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 （失効） 

２ この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。 
 

別表（第３条、第５条） 

補助対象事業 補助金の限度額 

婦人会活動事業 ８０，０００円 

ＰＴＡ連絡協議会活動事業 ８０，０００円 

ユネスコ協会活動事業 ８０，０００円 

レクリエーション協会活動事業 ８０，０００円 

ボーイスカウト・ガールスカウト活動事業 ４０，０００円 

 


